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Summary

In this report, to understand the seismic isolation for buildings in Shikoku, a field investigation was applied.

The clearance of isolated layers in the seismic isolation of building that had been measured during the field

investigation could be determined. The relationship between the construction sites where hospitals with

seismic isolation are being constructed and the population of cities, towns, and villages in Shikoku was

considered.
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１．はじめに

日本免震構造協会発行の書籍1)によれば、地震災害時に医療施設がその建物機能を発揮するため
に、強震動から建物を守ることができる免震構造の採用が記載されている。地震時の災害医療対応
能力について、免震構造の優れた耐震性能を示したのが、2011年東北地方太平洋沖地震時の免震構
造を採用した石巻赤十字病院である。東日本大震災時の石巻赤十字病院は、災害拠点病院としてそ
の災害医療対応能力を発揮したことが報告されている2)。
ところで、南海トラフ巨大地震、四国を走る中央構造線断層帯の地震及びこれに属する断層によ
る地震に対して、四国４県は備える必要がある。
そこで四国４県について、免震構造を採用した免震建物の設計・建設状況を把握するために、四国４
県の免震建物の現地調査を行った。その現地調査を基にして、本報告では（１）四国４県に建設された
免震建物の現地調査の報告、（２）その調査において計測した免震層クリアランスの実計測値の把握、
（３）四国４県市町村の人口分布に対する免震病院建物とその建設地との関係について、報告する。

２．四国４県の免震建物の現地調査

2.1 免震建物の設計・建設状況
免震構造を採用した免震建物の四国４県における建設状況を把握する目的として、現地調査を
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行った。現地調査においては、免震建物の建設場所・階数・免震層設置位置（免震層が基礎位置に
ある基礎免震、免震層が中間層にある場合は中間層免震として分類）・上部構造種別（RC造、S造）、
そして計測可能であれば免震層クリアランスを計測した。
四国４県に建設されている免震建物に関する情報は、日本免震構造協会・会誌MENSHIN3)や建築
書籍の免震建物紹介4)を参照して収集した。また、四国４県の免震建物分布状況を紹介しているイ
ンターネットサイト5)についても参考にした。まずこのような文献やインターネットサイトから四
国４県の免震建物分布状況を把握して、免震建物の現地調査を行った。現地調査を行った四国４県
の免震建物は合計96棟となった。この免震建物96棟の建設地をデジタル地図上（グーグルマップ：
マイマップ）に入力して、デジタル地図上に目印を表記して整理し、これを図１に示す。また96棟
の免震建物のうち四国各県毎に免震事務所建物及び免震病院建物について、それぞれ１棟ごと、そ
の建物の外観写真を図２～図９に示す。
図１に示した四国４県の96棟の免震建物の用途別に関して、表１にその建物用途の構成を示す。
四国４県の96棟の免震建物のうち、その用途が医療施設の免震病院建物は35棟であった。現地調査
して把握した四国４県の免震建物の３割以上を占め、その割合は一番多くなっている。
本報告では、公表されている四国４県に設計・建設されている免震建物は、概ね把握していると
考えられる。しかし、民間分譲マンションや民間賃貸マンションについては、情報があまり得られ
ていないことに留意する必要がある。
表１の35棟の免震病院建物について、病院名・構造・階数を表２に示す。
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図１ 四国４県の96棟の免震建物の分布状況
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図２ 徳島銀行 本店 図３ 徳島赤十字病院

図４ 香川県庁・免震レトロフィット 図５ 香川県立中央病院

図６ 愛媛新聞社本社 図7 愛媛県立中央病院

図８ ＪＡ高知ビル 図９ 高知高須病院
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表１ 免震建物の用途

表２ 現地調査した四国４県の免震病院建物



３ 四国４県の免震病院建物の免震層クリアランス

3.1 免震構造設計者の免震層クリアランスにおける認識
図10-aは2016年熊本地震・本震の強震動を受けた免震構造を採用した熊本県阿蘇市にある医療施
設である。この医療施設の免震層に設置されていた図10-bの罫書き計が、罫書き板に描いた免震層
変位応答の変位軌跡を図10-cに示す。図10-cより罫書き板に記録された変位応答の最大変位は約
92cm（片振幅約46cm）であった。これは国内外を問わず過去最大の免震建物の免震層変位応答量と
なった。この医療施設の免震層クリアランスは、図10-dに示すように50cmであった。そのため、あ
と僅か４cm揺れ幅が大きかった場合、免震建物の擁壁への衝突が起こった可能性があった。この実
観測記録によって、免震建物に強震動が作用した場合、免震建物の擁壁への衝突の可能性が現実的
になってきている。これをふまえて免震構造設計者は、設計レベルを上回る過大地震入力へ対処す
る必要性に迫られている6)。
このような状況をふまえて設計者が最も注意を払っていることは、過大地震入力に対する免震構
造設計では地震時の［１］過大な変位応答量による免震建物の擁壁への衝突問題と、［２］積層ゴム
アイソレータの引き抜きに関する問題である。［１］免震層の過大な変位応答量については、現在ま
で、免震建物が地震時に大きな免震層変位応答量が生じたことによって、免震建物が擁壁へ衝突し
たとする報告はない。しかし、免震構造設計者は、熊本地震の阿蘇市医療施設のような事態を考慮
して、振動模型による振動実験7)、免震建物が擁壁に衝突したときに免震建物の応答加速度緩和を
目的とした緩衝材の開発8)に取り組んでいる。なお、［２］アイソレータの引き抜きに関する問題に
ついては、アスペクト比（塔状比：H/B、H：建物高さ、B：建物幅）が大きな場合に問題となるケー
スが多い。しかし四国４県に建設されている35棟の免震病院建物については、アスペクト比が大き
な立面形状を有するものは少なかった。そのため、アイソレータの引き抜き問題については、四国
の免震病院建物では大きな問題となる可能性は少ないと思われる。
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図10-b 罫書き計

図10-d 免震層クリ
アランス

図10-a 熊本県阿蘇市医療施設 図10-c 免震層変位応答軌跡



3.2 四国４県に建設されている免震建物の免震層クリアランス
免震建物が設計されるようになった当初、免震層のクリアランスは40cm～50cm程度とした設計・
建設が行われていた。これは1982年～2006年までに日本建築センターの性能評価を受けた約1,200
棟近くのデータに基づく免震建物の地震応答析による地震応答性状傾向を把握した報告9)によれ
ば、免震建物を振動解析モデルに置換した地震応答解析による免震層の応答変位は平均値29.6cmで
あり約30cmとなる。これに10cm～20cm程度の余裕を加えて、これまでの免震建物の免震層クリア
ランスは、50cm以下で設計・建設されるケースが多かった。
しかし免震建物の設計に用いられる強震動レベルの増大、近年の地震において観測される強震記
録の強さが大きくなるにつれて、設計・建設される免震建物の免震層クリアランスは、50cmを超え
て、50cm～60cm程度の免震層クリアランスで設計されるケースが増えている傾向にある。
図11のように敷地内に免震建物が地震時に動ける範囲を確保するため、敷地に免震建物の上部構
造の可動範囲が必要になる。これが免震層クリアランスである。しかし、首都圏など地価の高い大
都市部では、敷地の有効活用や建築計画の側面から、免震層クリアランスを50cm以上確保すること
は容易なことではない。これは免震層クリアランスの分だけ建物を建てられないためである。
ところで調査した四国４県の免震建物及び免震病院建物には、県庁所在地のある都市部を除くと、

敷地に比較的余裕がある場合が多かった。特に、地域拠点の免震病院建物は敷地に余裕があって、
免震層クリアランスが50cmを超える免震建物が多かった。
現地調査において、実測した免震層クリアランスは、免震建物と擁壁の最短距離とした。免震層
クリアランスは、外部から計測できる場合もあれば、免震層クリアランスを覆うような設計ディ
テールが施されている場合には計測できない。また、警備が厳しい薬品工場の免震建物では、免震
建物に近づくことができなかった。このような理由から、96棟のうち計測できた47棟の免震層クリ
アランスについて図12に示す。図12から免震層クリアランスが50cm以下の免震建物は５棟の免震
建物に留まり、四国４県の免震建物の免震層クリアランスは、50cmを超えるものが多く、
60cm～65cmの免震層クリアランスを持つ免震建物が一番多くなっていることがわかる。この要因
は、敷地に比較的余裕のある免震建物が多かったためであると判断される。よって、四国４県の免
震建物の免震層クリアランスについては、首都圏など大都市部に建設されている免震建物とはその
敷地条件が大きく異なる。
以上から、1982年～2006年代の免震建物の免震層クリアランスと比較すると、四国４県にある47
棟の免震建物の免震層クリアランスは、50cmを超える免震層クリアランスを有して、設計・建設さ
れている。
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４ 四国市町村の人口分布と免震病院建物の建設地との関係
四国４県の市町村の人口分布の多さを円の大きさで示したものを図14に示す。これに四国４県の
免震病院建物35棟の建設分布を示す。図13から四国各県の県庁所在地のある徳島市、高松市、松山
市及び高知市に、免震病院建物が多く設計・建設されていることがわかる。
各県別に見ていくと、徳島県については、徳島県立三好病院（表２、No.５）及び徳島県立海部病
院（表２、No.３）の建設地は、人口の比較的少ない市町に建設されている。これは徳島市以外の徳
島県全体の地震災害時の災害医療の病院機能を確保するために、拠点病院として免震構造を採用し
ていると思われる。同じく愛媛県についても、市立八幡浜総合病院（表２、No.17）、市立宇和島病院
（表２、No.24）及び西予市立西予市民病院（表２、No.25）も、比較的人口分布の少ない愛媛県南予
地方の拠点病院に免震構造が採用されている。このようにして、県内の拠点病院を免震病院建物に
することにより、地震災害時の災害医療の病院機能を確保しようとする意図が読み取れる。
一方、室戸岬から足摺岬まで東西に非常に長く、広い面積を持つ高知県は、東部・中央部・西部
にわけられる。図13から高知市を含む県中央部に免震病院建物が多く設計・建設されているが、高
知県の東部・西部には免震病院建物の地域分布は見られない。
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図11 免震層クリアランスと免震建物の衝突問題 図12 47棟の免震層クリアランス



５．まとめ

本報告では、四国４県の免震構造を採用した免震建物の設計・建設状況を把握するために、免震
建物の現地調査を行った。現地調査では、免震建物の免震層クリアランスを実測して把握した。そ
して、四国４県市町村の人口分布と免震病院建物の建設地との関係を考察した。これをまとめると
以下の通りとなる。
１）現地調査を行った四国４県の免震建物は96棟となった。免震建物96棟の用途の内訳は、医療施
設の免震病院建物は35棟あり、全体の３割以上を占め、その割合は一番多くなっている。
２）四国４県の免震建物は、敷地に比較的余裕のあり、免震層クリアランスを実測できた47棟の免
震建物の免震層クリアランスは、50cmを超えて設計・建設されている。

３）徳島県及び愛媛県では、県全体の地震災害時の災害医療の病院機能を確保するために、人口の
比較的少ない市町に、拠点病院として免震病院建物が建設されている。
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図13 四国市町村の人口分布と免震病院建物の建設地との関係
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